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。
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より
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定に

する事務に従事する職員
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る事
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とき
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、当該児童の住所若しくは
きる。
よる臨検又は捜索をさせる

居所
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て、必要な調査又は質問を

務に従事する職員は、第９
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させ
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若し
携帯

なければならない。

に臨検させ、又

は、児童の福祉
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３第１項の規定
くは質問（以下
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表
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年
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則
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小

年
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３月 日

金貸付規則の

行する。

一部を改正する規則を
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ここに公
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布する。

北海道

職 氏

印

名
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改

海道規則

北海
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別表第２
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道

小

中小企業高度

企業高度化資

化資
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金貸付規
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則
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げる。
附

１ この規
則

則は
２ この規則に

、公布の日から施行する
よる改正前の北海道中小

。
企業高度化資金貸付規則（以下「改正前の規則」と

不正行為
売者
（合
第 条

試
格
験
証
動

に関係のある者に対して
を無効とすることができ
明書の交付）
物用医薬品登録販売者試

は、
る。

験に

その受験を停止させ、又は

合格した者は、合格証明書

その

の交

動物用医薬品登録販

付を知事に申請する
いう。）

３ 企業立
年法律第
法（平成
に規定す
第 条第
いては、

の
地

９
る
２
改

規
の
号
年
承
項
正

いて、同項中

定に基づき貸付された中
促進等による地域におけ
）附則第５条の規定によ
法律第 号）第８条第２
認高度化等円滑化計画、
に規定する承認進出円滑
前の規則別表第２の の

小企
る産
る廃
項に
同法
化計
項の

「特定産業集積の活性化に関

業高度化資金については、
業集積の形成及び活性化に
止前の特定産業集積の活性
規定する承認高度化等計画
第 条第２項に規定する承
画に基づき実施する事業に
規定は、なおその効力を有

なお
関す
化に
、同
認進
係る
する

する臨時措置法」とあるのは、

従前の例による。
る法律（平成
関する臨時措置
法第 条第２項
出計画又は同法
資金の貸付につ
。この場合にお
「企業立地の促

こと
２ 前
付申

別記

が
項
請

第

で
の
書

２

項」に
「

、

２

きる。
規定による申請は、別記
を提出して行うものとす

「 法人にあっ
号様式中〔称及び代表

第５
る。

ては
者の

配 置 販 売 業 者

号様式の動物用医薬品登録

、名
を削り、「第７条〕氏名 」

販売

第１

住所

者試験合格証明書交

項」を「第６条第１

を
進等によ
附則第５

る
条
地
の

動物
平
用
成
医薬品
年３

北海道規則第

動物用医

域における産業集積の形
規定による廃止前の特定

成及
産業

等取締規則施行細則
月 日

号

薬品等取締規則施行

の一部を

細則の一

び活性化に関する法律（平
集積の活性化に関する臨時

成
措置

改正する規則をここに

北海道

公布

知事

する

高

部を改正する規則

年法律第 号）
法」とする。

。

橋 はるみ

「
２

め、同
注
様
１
２

式

所属する配置販売業者の
氏名又は名称及び住所

の末尾欄外注を次のよう
申請書は、正副２通を提
所属する配置販売業者の

に改
出す
氏名

氏名

める。
ること。
又は名称及び住所の欄には、申

」

に改
」

請者が配
動物

する。
第２

加える
第
（動

用

条
。
条
物

医薬品

中「許

を第
用医薬

第９条

録販
省令第

売者試験

等取締規則施行細則

可」の次に「（法第

条とし、第９条を第
品登録販売者試験）

（昭

条

条

和

第３

とし

条の３に規定する
」という。）は、年

動物用医
１回行う

年北海道規則第 号）

号に規定する配置販売

、第８条の次に次の３

薬品登録販売者試験
。ただし、知事は、必

の一

業の

条を

部を

許可

加え

（以下「
要がある

次のように改正

を除く。）」を

る。

動物用医薬品登
と認めるときは、

別記
「

第

２

置
３

「
２

販売業者であるときは、
号様式中「第８条第１項

配 置 販 売 業 者

その
」を

所属する配置販売業者の

旨を記載すること。
「第７条第１項」に、

住所

法人にあっては、名
氏名〔称及び代表者の氏名〕

を

」

臨時
２ 動
令第
メー
もの
（不

に
物

ト
）
正

試験を
用医薬
条の
ル、横
を添え
行為の

第 条 知事は

行うことができる。
品登録販売者試験を
６第２項各号のいずれ
４センチメートルで
て、知事に提出する
禁止）

受け
か
、願
もの

よう
に該当
書提
とす

、動物用医薬品登録販売者試

とする者は、別記第４
することを証する書
出前６月以内に脱帽し
る。

号様
類及
て正

式の
び写
面上

験に関して不正の行為があった

受験願書に、省
真（縦６センチ
半身を撮影した

場合には、その

め、同
注
様
１
２

式

置
別記第３

氏名又は名称及び住所

の末尾欄外注を次のよう
申請書は、正副２通を提
所属する配置販売業者の
販売業者であるときは、

に改
出す
氏名
その

号様式の次に次の２様式を加

める。
ること。
又は名称及び住所の欄には
旨を記載すること。

、申

える。

に改
」

請者が配
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別記第４号様式（第９条関係）

北海道収入証紙欄

１ 合
２ 合
３ 本
４ 現

格 年 月 日

籍
格 番 号
（都道府県名）

〒
住 所

北海

動物
第９条

道知

用医
第２

１ 本籍（

動物用医薬品

事 様

薬品登録販売者試験を受験
項の規定により関係書類を

登録

した
添え

都道府県名）

販売者試験受験願書
年

氏名
いので、動物用医薬品等取
て提出します。

月

締

記

日

規則施行細則

５ 氏
６ 生
７ 性
８ 参

注１ 申
２ 氏
を添

電話
名
番号
（ふりがな）
年 月 日 年

別 男
考 事 項

請
名
付

書
又
す

は、正副
は本籍
ること。

２通を提出する
（都道府県名）が

月
・

日
女

こと
受験
。
時と相違する場合は、戸籍謄本又は戸籍

（ ４
抄本
判）２ 現

３ 氏
４ 生
５ 性

〒
電話
名

注 申請書は

住 所

番号
（ふりがな）
年 月 日 年

別 男
月
・

、正副２通を提出すること。

日
女

（ ４判）

附

１ この規
２ この規
定に基づ
医薬品等
とを妨げ

北海道海

則

則
則
い

は、平成 年４月１日から
の施行の際現にこの規則に
て作成されている用紙があ
取締規則施行細則の規定にか
ない。

面漁業調整規則の一部を改正

施行
よる
る場

する。
改正前の動物用医薬品等取
合においては、この規則に

かわらず、当分の間、必要な調

する規則をここに公布する。

締規
よる
則施行細則の規
改正後の動物用

整をして使用するこ

別記第５号様式（第 条関係）

動物用医
合格証

薬品
明書

北海道

登録販売者試験
交付申請書

年

収

月

入証紙欄

日

平成

北海道

北海

規則

北
道
海
海

第２
サ、ソ
第５

条
及
条

第
び
を

年３月 日

第 号

道海面漁業調整規
面漁業調整規則（

則の一
昭和

部を
年北

２項中「第５条第
ニに規定する」に
次のように改める

９号、
改める
。

第
。

改正する規則
海道規則第 号）

北海道知事

の一部を次
号及び第 号に掲げる」を「第

高 橋 はるみ

のように改正する。
５条第２号ケ、コ、

北海

動物
売者試

道知

用医
験合

事 様

薬品等取締規則施行細則第
格証明書の交付を申請しま

条
す。

氏名
第２項の規定により、動物

記

用医薬品登録販

（漁
第５条

業の
次

法第
は当
けな

４条
該
け
漁
れ

許可）
の各号に掲げる漁
第１項の規定に基
業ごと及び船舶ご
ばならない。ただ

業を営
づき、
とに、
し、第

もう
第１
その
１号

とする者は、漁業法
号及び第２号アから
他の漁業にあっては
並びに第２号アから

第 条
ヒまで
当該漁
エまで

第１
に規
業ご
、カ

項及び水産資源保護
定するものにあって
とに知事の許可を受
からクまで、チから
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トまで、ハ及
む権
内容
利
た
た

を有す
る当該
この採

ヒに規定するもの
漁業協同組合の組
業を営む場合は、
を目的として営む

にあって
合員
この
漁業

が、
限り
（動

び
る
漁
捕

、漁業法第８条第１
該漁業協同組合の有
ない。
漁船を使用するもの

項の規定
する

に限

漁業

る。

は
当
で
力

より漁業を営
又は入漁権の

該水産動物の

に
権

当

い
ス
い
て

う
小
て
無

。）
型さけ
総トン
動力漁

・ますはえ縄（太平洋
数 トン以上の動力漁
船を使用するものを除

（オホー
船を使用
く。当該

ツク海を含み、日本海
するもの及び別表第２
漁業の方法による漁業

を除く。
に掲げる
を「小型

）海域にお
海域におい
さけ・ます

採

ア

イ

捕
次
を目的
に掲げ

「
かに固
かに固
ほっけ
む
に
。）海
よる漁
めぬけウ

する漁業を「たこ
漁業の方法により
式刺し網（動力漁
式刺し網漁業」と
固定式刺し網（幌泉

漁業
営む
」と
漁業

船を
いう
郡

使用
。）
襟裳

及び日本海海域に
を「ほっけ固定式
定式刺し網（太平

おい
刺し
洋（

て動
網漁
オホ

と
る
定
定

域
業
固

う。）

るものに限る。当該

正南の線以東の太平

漁業

洋

の方

（オ
漁船を使用するもの
」という。）
ツク海を含み、日本

に限

海を

る。

除く

い

す

岬
力
業
ー

による漁業を

ーツク海を含
該漁業の方法

）海域におい

法

ホ
当

。

は
セ
該
ソ

え
き
漁
い
り
タ
チ
ご

漁
機
か
漁

」という。）
え縄（別表第１に掲げ
法による漁業を「きち
（動力漁船を使用する

縄漁業
ちじは
業の方
か釣り
業」と
船船び
にかご
業」と

いう。）
き網（当該漁業の方法
（動力漁船を使用する
いう。）

おいて動力漁船を使用
漁業」という。）
る。当該漁業の方法に

る海域に
じはえ縄
ものに限

による漁
ものに限

業を「機船船びき網漁
る。当該漁業の方法に

に限る。当

を「いか釣

するもの

よる漁業

業」とい
よる漁業

う。）
を「かにか

て
網
動力漁
漁業」

界
業

にしん
正東の
の方法

エ

オ

カ
る
すけと
漁業を
たら固

を使用するものに
いう。）
定式刺し網（積丹
以北のオホーツク
よる漁業を「にし

限る。当

郡積
海海
ん固

丹岬
域に
定式

だら固定式刺し網
「すけとうだら固定
式刺し網（動力漁

（動
式刺
船を

力漁
し網
使用

船
と
固
線
に
う

定

漁業の方法による漁

西の線以北の日本海
いて動力漁船を使用
し網漁業」という。

業を「め

海域
する
）

及び
もの

を使用するものに限
業」という。）
るものに限る。当該

る。

漁業

当該

の方

該

正
お
刺
船
漁
す

け固定式刺し

梨・斜里両郡
限る。当該漁

業の方法によ

による漁業を

ぬ

目
に

漁

法

ツ
ご
テ
ご

え
漁
つ
漁

ト
チ
と
ナ

か
か
い
さ

（動力漁船を使用する
いう。）
（動力漁船を使用する
いう。）

びかご
業」と
ぶかご
業」と
ご（動
らテま
う。）
ば流し

力漁船を使用するもの
でに掲げる漁業の方法

網（太平洋（オホーツ

る。当該漁業の方法に

る。当該漁業の方法に

ものに限

ものに限

に限る。
を除く。

ク海及び

ただし、たこの採捕を
当該漁業の方法による

日本海を除く。）海域

を「えびか

を「つぶか

よる漁業

よる漁業

目的とす
漁業を

において

るもの及び
「かご漁業」

動力漁船を

キ

ク

「たら固
かれい
を

る

「かれ
きちじ
。当該

ケ
裳
満

さんま
岬正南
の動力

式刺し網漁業」と
定式刺し網（動力
固定式刺し網漁業
定式刺し網（別表
業の方法による漁

いう
漁船
。）
を使

」と
第１
業を

いう
に掲
「き

受け網（オホーツ
線以東の太平洋（
船を使用するもの

ク海
オホ
に限

海域
ーツ
る。

定
固
い
固
漁
棒
の
漁

するものに限る。当
）
る海域において動力
じ固定式刺し網漁業

該漁業の

漁船
」と
を使
いう

おいて動力漁船を使
海を除く。）海域に
該漁業の方法による

用す
おい
漁業

るも
て総
を

用
。
げ
ち
に
ク
当

法による漁業

するものに限
）
及び幌泉郡襟
ン数 トン未
んま棒受け網

方

用
。
の
ト
「さ

使
ニ
ヌ
よ

用
い
小
る

ネ
び
ノ
を

こ
き
火

のに限る。当該漁業の
棒（当該漁業の方法に
網（総トン数５トン未
「小型まき網漁業」と

するも
るか突
型まき
漁業を
ぎびき
網漁業
光を利
「火光を

網（動力漁船を使用す
」という。）
用する敷き網（ケに掲
利用する敷き網漁業」

る漁業を「さば流し網
を「いるか突棒漁業」
を使用するものに限る

方法によ
よる漁業
満の船舶
いう。）
るものに

げる漁業
という。

限る。当該漁業の方法

の方法を除く。当該漁
）

いう。）
）
業の方法に

漁業」と
という。
。当該漁

による漁

業の方法

業を「こぎ

による漁業

コ

サ

漁

に

業」と
さんま
おいて
る

業

漁業を
はえ縄
を「は

シ すけと

う。）
し網（幌泉郡襟裳
トン数 トン未満
「さんま流し網漁業
（たら、めぬけ又は
縄漁業」という。

岬正
の動
南の
力漁

」と
さめ
）

いう
を対

だらはえ縄（当該漁業の方

い
流
総

え
う

以東の太平洋（オホ
を使用するものに限
）
とするものに限る。

ーツ
る。
ク海
当該

当該漁業

による漁業を「すけとうだら

線
船
。

法

除く。）海域
業の方法によ

方法による漁

え縄漁業」と

を
漁

の

は

ハ 小
ヒ 底
フ 潜
漁業

第 条第
第 条を
（漁業の

型
建
水

定置網（当該漁業の方法に
網（当該漁業の方法による
器（簡易潜水器を使用する
」という。）
１
次
禁

項中「第５条各号に掲げる
のように改める。
止）

よる
漁業
もの

漁業を「小型定置網漁業」
を「底建網漁業」という。
を含む。当該漁業の方法に

」を「第５条各号に規定する」

とい
）
よる

う。）

漁業を「潜水器

に改める。
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第 条 次の各
保護法第

さけ
「さけ
さけ

４
・
・
・

条
ま
ま
ま

号に掲げる漁業の方法に
第１項の規定に基づき、
す流し網（動力漁船を使
す流し網漁業」という。
す固定式刺し網（当該漁

より
営ん
用す
）
業の

営む漁業は、漁業法第 条
ではならない。
るものを除く。当該漁業

方法による漁業を「さけ・

第１

の方

ます

項及び水産資源

法による漁業を

固定式刺し網漁

１ この規
同年５月
（経過措
２ この規
則」とい

則
１
置
則
う

は、平成 年４月１日から
日から施行する。
）
の施行の際、この規則によ
。）第５条の規定による漁

施行

る
業の

する。ただし、第 条の３

改正前の北海道海面漁業調
許可又は旧規則第 条の規

第１項の改正規定は、

整
定
規
に
則（以下「旧規
よる起業の認可

業」と
にし
すけ
う。）

い
ん
と

う
流
う

第 条の
（漁業の

第 条の２

まき網漁

次
禁

業

に
止
さ
は

。）
し網（当該漁業の方法に
だら流し網（当該漁業の

よる
方法

次の１条を加える。
期間）
け・ますを目的とした小
、周年、これを操業して

型ま
はな

漁業を「にしん流し網漁業
による漁業を「すけとうだ

」と
ら流

き網漁業及び漁業法第 条
らない。

第１

いう。）
し網漁業」とい

項に掲げる中型

であって
正後の北
可又は新
条第９号
起業の認
漁業に係
３ この規
船底びき

、
海
規
に
可

現に効力を有するものは、
道海面漁業調整規則（以下
則第 条の規定による起業
規定する漁業に係る許可又
の内容（漁業種類）に従い
る
則
網

許可又は当該漁業に係る起
の施行前にした漁業法（昭
漁業に限る。）による漁業

その
「新
の認
は当
、そ
業の
和
の許

有効期間の満了の日までは
規則」という。）第５条の
可がされたものとみなす。
該漁業に係る起業の認可に
れぞれ新規則第５条第２号
認可がされたものとみなす
年法律第 号）第 条第
可又は旧規則第 条の規定

、
規
た
つ
ケ

こ
定
だ
い
又

の規則による改
による漁業の許
し、旧規則第５
ては、許可又は
はコに規定する

。
１
に
項
よ
の規定（小型機
る起業の認可に

２ 漁業法
までは、

３ 前２項
ます若し

第
こ
の
く

れ
規
は

第 条を
第 条 削
第 条の
（無許可

第 条の３

次
除
３
操

の

を
業
第

条第１項に掲げる小型さ
を操業してはならない。
定に違反して９月１日か
それらの卵又はそれらの

け・

ら翌
製品

ように改める。

次のように改める。
等により採捕した水産動
５条の規定に違反して採

物の
捕し

ます流し網漁業は、９月１

年１月 日までの間におい
は、所持し、又は販売して

日か

て採
はな

所持又は販売の禁止）
たけがに、はなさきがに、なま

ら翌年１月 日

捕したさけ及び
らない。

こ、えぞあわび、

ついて、
４ この規

北海
平
道
成
有

北海道

北海

規

北
道

則

海
有

旧
則
規則第 条の規定は、その
の施行前にした行為に対す

林野の産物売払規則の一
年３月 日

部を

第 号

道有林野の産物売払規則
林野の産物売払規則（昭

の
和
一

有効
る罰
期間の満了の日まで、なお
則の適用については、なお

改正する規則をここに公布

北海道

す

知

る

事

部を改正する規則
年北海道規則第９号）の一部を

そ
従
の
前
効力を有する。
の例による。

。

高 橋 はるみ

次のように改正する。
まだかあ
製品は、

２ 第５条

わ
所
の

び
持
規

す流し網
１項の規
して、９
の卵又は
第 条第

漁
定
月
そ

業

１
れ
１項

、えぞばふんうに（がぜ
し、又は販売してはなら
定（小型まき網漁業に係

）若
ない
るも

又はさけ・ます固定式刺
（中型まき網漁業又は小型
日から翌年１月 日まで
らの製品は、所持し、又
第１号中「第５条、」を

し網
さけ
の間
は販
削り

しくはきたむらさきうに（
。
のに限る。）若しくは第
漁業に係るものに限る。）
・ます流し網漁業に係るも
において採捕したさけ及び
売してはならない。
、「第 条から第 条の３

のな

条の
又は
のに
ます

まで

）又はそれらの

規定（さけ・ま
漁業法第 条第
限る。）に違反
若しくはそれら

」を「第 条、

第 条
附

１ こ
２ こ
後に

の
の
公

中

規
規
告

込みの誘

北海道空

「年 パーセント」を
則

「年

則は、平成 年 月 日か
則による改正後の北海道
その他の契約の申込みの

ら
有
誘

施
林
引

引が行われた契約については

港条例施行規則の一部を改正

パーセント」に改める。

行する。
野の産物売払規則の規定は
が行われた契約について適

、
用
こ
し

、なお従前の例による。

する規則をここに公布する。

の規則の施行の日以
、同日前に契約の申

第 条の２
別表第２
付図２中

附

か
の
「
則

ら
２
釧

（施行期日）

第 条まで、第 条から
中「、第 条及び第 条
路川」を「新釧路川」に

第
」を
改め

条の３まで」に改める。
削る。
る。

平成

北海道

北海

規

北
道

則

海
空

年３月 日

第 号

道空港条例施行規則の一
港条例施行規則（昭和

部
年
を
北

北海道知

改正する規則
海道規則第 号）の一部を次

事

の

高 橋 はるみ

ように改正する。

北 海 道 公 報 号外第 号平成 年３月 日（月曜日）



第９
「又は
め、

条
格
「直

第２項
納庫使
ちに」

第 条第１項

中「伴う場合」の次
用料を伴わない場合
の次に「、保安料に

に「
」を
あっ

の着
「及
ては

中「停留料」の次に「、保安

陸料並びに停留料及び
び格納庫使用料を伴わ
離陸後遅滞なく」を加

格納
ない
える

庫使
場合
。

料」を加える。

用料」を加え、
の着陸料」に改

満の管
管

上の

もの

の 外 径 が
メートル以
メートル １メー

円 銭円

附則
別ごと
ボジェ
ェット
機」を

第
の
３項中
」を
ッ
機
「

ト発動
」と
ジェッ

別表
規定に

第
よ
２の１
り消費

ェット発動機

「又は格納庫」を削
「着陸料の」に、「３
機」の次に「又はタ
いう。）」を加え、同
ト機」に改める。

り、
分の
「使
２」

ーボ
号イ
ファ
及び

中「国際航空に従事
税を免除することと

する
され

」を
た」

を装備する航空機」を「ジェ

用料」を「着陸料」に
を「 分の７」に改め
ン発動機」を、「航空
ウ中「ターボジェッ

改め
、同
、同
項第

機」
ト発

の次
動機

「消費税法（昭和 年
に改め、同表の１の表

法
着陸
律第
料の

ット機」に、「 円」を

項第１号中「種
２号ア中「ター
に「（以下「ジ
を装備する航空

号）第７条の
項中「ターボジ
「 円」に、

未満

管
メ

満

管

の

の

の

埋

設

メ

満の

トルにのもの
つき１外径が
年ートル以上

メートル未
もの

外径が
ートル以上
メートル未
もの

円 銭

円 銭

円

円

「
改め、

保

円
同
」を
表停留

安

別表
機」に
「

第
、
円

２の２
「
銭

「 円」に、「
料の項の次に次のよ

料 他人の需要に応
有償で運送された

円
うに

」を
加え

じ、
旅客
有償
数に

の表着陸料の項中「
円」を「 円

」に、「 円」を

ター
」に
「

ボジ
、「
円

「 円」に、「
る。

で旅客の運送を行うジ
円を で除した

円」

ェ
額を
ット
乗じ

ェット発動機を装備す
円」を「

銭」に改め、同表

る航
円」
停留

空機
に、
料の

を「 円」に

機について、
て得た額

」を「ジェット
「 円」を
項の次に次のよ

管の
メ

満

管
メ

の

の
ー
もの

別記第６

外径が
ートル以上
メートル未
もの

外径が
トル以上の

号様式中

円

円 銭

円

円

うに加

保

別表

える。

安

第３の１

管

満

の 外
メー
のもの

料 他人の需要に応
有償で運送された

の表管の埋設の項を

じ、有償
旅客

次の

数に

よう

径 が
トル未 円

で旅客の運送を行うジ
円を乗じて得た額

に改める。

ェット

延長が１
円 ときは１
延長に１

メ
メ
メ

ート
ート
ート

機について、

ルに満たない
ルとし、又は
ルに満たない

「

承認を
用料の

「

承認を
用料の

着 陸
受けようとする使 停 留種

受

類及び予定金額
格納庫使

着 陸

停 留けようとする使
種類及び予定金額 保 安

料

料

用料

料

料

料

円

円 を

円
」

円

円
に

円
管 の 外

メー
上
未

管

メ
満のも

の外
メート

メー

径 が
トル以
ートル
の

径が

円

ル以上
トル未 円

端数があ
分を１メ

円 銭

る
ー
とき
トル

円 銭

はその端数部
とする。

改める。
別記第７
「

格納庫使

号様式中

区 分 使用料

用料

合計 減額（免除）を 減額 希望する額 の

円
」

額
使用
（免除）後
料

北 海 道 公 報 号外第 号平成 年３月 日（月曜日）



使 用 料
着 陸 料

停 留 料

格納庫使用料

土地等使用料

円 円

円 円

円 円

円 円

円
を円

円

円
」

（督促状
第 条

別記
とする
別記

第
。
第

法
６

５

）
第 条第２項の督促状は
号様式中「（第 条関係）

号様式の次に次の１様式

、別
」を

を加

記第６号様式とする。
「（第 条関係）」に改め、

える。

同様式を別記第７号様式

料

「

使 用

区 分 使用料合

着 陸 料

停 留 料

保 安 料

計

格納庫使用料

土地等使用料

減額（免除）を 減額 希望する額 の

円 円

円 円

円 円

額
使用

円 円

円 円

（免除）後
料

円

円 に
円

円

円

別記第６号様式（第 条関係）
（表面）

改める。
附

１ この
２ この
いて作

規
規
成

施行規則

則

則
則
さ

は
の
れ
の規

、平成 年４月１日から
施行の際現にこの規則に
ている用紙がある場合に

施
よ
お

定にかかわらず、当分の間

行
る
い
、

する。
改正前の北海道空港条例
ては、この規則による改

施
正

必要な調整をして使用する

行規
後の
こと

」

則の規定に基づ
北海道空港条例
を妨げない。

様

河川
平

北海道

法
成

規

河

施行細
年３

則第

川法施
河川
第８

う河川

法施行細
条
の
第１項
産出物

則の一部を改正する
月 日

号

行細則の一部を改正
則（昭和 年北海道
第５号中「その他」
の採取その他」に改

規則

する

をこ

規則
規則第
を「
め、
公共
同条

こに公布する。

北海道

号）の一部を次のよう
の土木施設の災害復旧
第２項中「条例」を「

知事 高

に改正す
等の
前項
用に
に掲

橋 はるみ

る。
供するために行
げる行為のほか、

督
年 度 年度

滞 納 金 額

督

滞納金の内容及び河川名

上記の金額が未納となって

促 状
促番号 第

種類 利用者番

いますから、

号

号

円

条例」
第
第
第
第

に
条
条
条
条

改める
中「第
を第
第１項
を第

。
条」を「第 条」

条とし、第 条を第
中「別記第６号様式
条とし、第９条の次

に改
条
」を
に次

め、
とす
「別
の１

同条を第 条とする。
る。
記第７号様式」に改め
条を加える。

、同条を第 条とする。

年 月 日

年

北海道

まで

月

に納入してください。（裏

日

支庁長

面に

印

続く）

北 海 道 公 報 号外第 号平成 年３月 日（月曜日）



注意
１ この督促状に指定した期限までに納

（裏面）

入がないときは、財産の差押え等をす
海

海岸法

北海道規則

岸
施
施
細

第

法
行
行細則の
則（昭和

号

一部を改正す
年北海道規

る
則

北海道知事

規
第
則
号）の一部を次のように改

高 橋 はるみ

正する。
る
２
た
円
そ
を
の

ことが
この督
日まで
未満の
の端数
乗じて
確定金
と
３
きは、
この処

あります。
促状に指定した期限後
の日数に応じ、納入金
端数があるとき、又は
金額又はその全額を切
計算して得た金額を延
額に 円未満の端数が

に
額
そ

納め
（そ
の納

り
滞
あ

捨て
金と
ると

その端数金額又はその
分について不服がある

全
場
額に
合に

るときは、指定納期限の
の計算の基礎となる納
入金額が 円未満で
る。）につき年 パー
して納めてください。た
き、又はその全額が

翌
入
あ

日か
金額
ると
セ
だ
円

ント
し、
未満

ついては納める必要があ
は、この処分があったこ

り
と
ませ
を知

ら納め
に
きは、
の割合
延滞金
である
ん。
った日

第 条の
条の８に
５とする
第 条
第 条

お
。
の
の

第 条
（督促

とする。
の
状

４中「第 条
い

３
２

て

を
第

準用する

第 条の
１項中「

の２第１項」を
法第 条第１

４とする。
別記第７号様

項

式

に次
）
次の１条を加える。

」

」

「第 条の２中
と

を

、第 条の

「別記第８

「第 条第１項
３第１項」に

号様式」に改

改

め

」とあるのは
め、

、同

同条を第

条を第 条

「第
条の

の３

の
４

知
代

消
を

（

翌日か
この処
３の審
った日

（
表する
又はこ
しの訴
知った
日
な
から起
くなり

ら起算して 日以内に
分について不服がある
査請求をしたときは、
）の翌日から起算して
者は、北海道知事とな
の処分を行った支庁長
えを提起することがで
日の翌日から起算して

、
場
当
６

知事
合に
該審
月以
り
の
き
６

ます
所在
ます
月以

算して１年を経過する
ます。

と処分

に審査請求をすることが
は、この処分があったこ
査請求に対する裁決が
内に、北海道（訴訟にお
。）を被告として、札
地を管轄する地方裁判所
。ただし、処分又は裁決
内であっても、処分又は

で
と
あ
い

きま
を知
った
て北

幌
）
が
裁

地方
に処
あっ
決の

の取消しの訴えを提起すること

す。
った日
ことを
海道を
裁判所
分の取
たこと
日の翌
ができ

第 条の２

第 条
第 条
別表中
別記第

及
中

１

係」に、
別記第

別記第４

８

法第 条第
び
「
「第
号

第
第

様

条中「
条の３
条の２関
式中「第

１項の督促状は
別記第８号様
」を「第 条
係」を「第
条の２関係

式
の
条
」

第
様

号様
「（
号

条の２
式を別記

式から別
」を「（第
第９号様式と

記第６号様式ま
条
す

、
」
４
の
を

別記第７号様
を
」
５
「

「別記第９
に改める。
関係」に改
第 条の５

式とする。
号様式」に改

める。
関係」に改め

め

る

の
る

での
５
。
」に改める
規定中「

。
第 条の２関係

る。

。
」を「第 条の５関

※
り
この督
ますの

促状を受け取ったとき
でご容赦ください。

、既に納入済みの場合は、行違いになってお
別記第７
次に「
式とする
別記第
別記第７

（同
。
６
号

様号 式中「第
法

号
様

第

様
式

条の８

式の次に
（第 条

条の２関係」
において準用

次の１様式を
の２関係）

す

加

を
る

え

「第 条の３
場

る

合を含む。

。

関係」に改め、
）」を加え、同

（表面）

「第 条第３項
様式を別記第８

」の
号様

附

この規
則

則は、

海岸法施
平成

行
年
細
３

公布の日から施行する

（用

。

則の一部を改正する規則
月 日

をこ

紙の大きさは、郵便はがき大と

こに公布する。

する。）

北 海 道 公 報 号外第 号平成 年３月 日（月曜日）



《督 促 状》
様

表代
（
消
を
日
な

又
し
知
か
く

する者は、北海道知事と
はこの処分を行
の訴えを提起す
った日の翌日か
ら起算して１年
なります。

った支庁長
ることがで
ら起算して
を経過する

なり
の
き
６
と

ます。）を被告として、
所在地を管轄す
ます。ただし、
月以内であって
処分の取消しの

る地方裁判
処分又は裁
も、処分又
訴えを提起

札幌
所）
決が
は裁
する

地方裁判所
に処分の取
あったこと
決の日の翌
ことができ

年

滞

滞
の

納 金 額

納 金 種類

度 年度 督

内 容

上記の金額が未納と
年 月

なっ
日

促

利

て
ま

用者番号

番号 第 号

円

いますから、
でに納入してください。

こ
まり

※ の督促状を受け取ったとき
すのでご容赦ください。

、既に納入済みの場合は、行違いになってお

を面（裏 お読みください。）

年 月

北海道

日

支庁

（裏面

長 印

）

則
附

規この

北海
平
道
成
税

則

は、公布の日から施行する。

外諸収入金の徴収に関す
年３月 日

る条

（用紙の大きさは、郵便はがき

例施行規則の一部を改正する規

北海道知事

大とする。）

則をここに公布する。

高 橋 はるみ
注
１

２

意

こ
こ
日

こ
る

た
円
そ
合
金

未
の
を
の

とが
の督
まで

の督

満の
端数
乗じ
確定

あ
促
の

促

端
金
て
金

ります。
状に指定した期
日数に応じ、納

状に指定した期限ま

限後
入

数があるとき、
額又はその全額
計算して得た金
額に 円未満の

又
を
額を
端

で

に
金額
はそ
切り
延
数が

納め
（そ

に納

の納
捨て
滞金
ある

る
の

入

入
る
と
と

ときは、指定納期
計算の基礎となる

がないときは、財産

限
納

金額が 円未
。）につき年
して納めてくださ
き、又はその全

満

い
額が

の差

の翌
入
であ
パー
。た

日か
金額

押え

ると
セン
だし
円未

北海

北
を次
別

道

海
の
記

規則

北
道
よ
第

海
税
う
２

「
納期限

ら
に

等

き
ト
、
満

納め

をす

は、
の割
延滞
であ

第 号

道税外諸収入金の徴収に
外諸収入金の徴収に関す
に改正する。
号様式中「平成」を削り

関

、

す
る条

督 促 指 定
手 数 料 納 期 限

る条例施行規則の一部を
例施行規則（昭和 年北

改
海
正す
道規

「
納 期 限 指

納 期

る規則
則第 号）の一部

定
限

るときは

こ
３

の
こ
翌

（
知っ

の処
の審

の処
日か

た日

３

４

、

分
査

分
ら

）

その端数金額又はそ

について不服が
請求をしたとき

について不服が
起算して 日以

ある
内に
ある
は

の翌日から起算して

の全額
場
、
場
、当
６

合に
該審

合に
知事

月以

に

は
査

は
に

内

ついては納める必要

、この処分があっ
請求に対する裁

、この処分があっ
審査請求をするこ

た
と
た
決

に、北海道（訴訟に

がありま
こと
がで
こと
があ
おい

を知
った

を知
きま

て北

せ

っ
こ

っ
す

海

ん。

た日
とを

た日
。

道を

円

」

を に改める。

」
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「
督
手数
促
料

円

金 額

円

金
「

額

円

に改める
別記第

。
５

「
科

号様式中

目 金 額 督促手数料
「

科 目 金 額

第３号様別記 式中 を に改める。

に改める。
別記第６
「

科

号

円 円

様式から別記第８号様式ま

目 金 額 督促手数料

での

を

」

規定及び別記第 号様式中
「

科

円

」

目 金 額

別記
「

科

第４号様式その１中

目 金 額 督促手
円

数
円
料

」

」

「
科

を

目

」

金 額
円

」

に改める
別記第

。

「

号

円 円

様式中

督 促

を

」

「

円

」

に改め
「

科

、同様式

数
円
料

その２中

目 金 額 督促手
円

」

「
科

を

目 金 額
円

」

科

別記第

目 金 額

円

手数料

円

を

号様式その１
」

中

科 目 金

円

に改める。

」

額

に改め
「

科

、同様式その３中

目 金 額 督促手
円

数
円
料

」

「
科

を

目 金 額
円

」

「
科

を

目 金 額 督 促
手数料

円 円

「
科 目 金

に改める。

額

円
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別記第
「

号様

科

」
式中

目 金 額 督促手数料
「

科 目

」

金 額 別記第 号様式その３米穀配給
」

所の項 削り、同様式その３を 中「平成」を
」

削る。

に改める。
別記第 号様

円 円

」

式中

を

円

」

「
別記第

金

号様式中「平成」を削

額

円

督 促納期限 手数料

円

り、

を

」

「
金 額

円

納期限

に改める。

」
「

科 目 金 額 督促手数料
円 円

「
科

を

目 金 額
円 「

別記第

金

号

円

様式中「平成」を削
「

督 促
手数料

円

を

額

り、

金 額

円

に改める。

に改める。
別記第
「

号様

科 目

式中

督 促金 額 手数料

」

「
科 目 金 額

」 別記
「

科

第

」

号様式中

督 促目 金 額 手数料

円 円

」

「
科 目 金 額

円

円 円

を

円

に改める。

を に改める。
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附 則

」 」

第
方公
第
由）

条
所長を
条

」を削

第２
除
の
る

く

。

項中「地方公所長」
。）」を加える。
第２項第６号中「

の次に

（使用

「

料を

（教育委員会の管理に

減免しようとする

属す

場合に

る機

あ

関の長である地

っては、その理

規則はこの 、

北海道規則

北海道財
平成

第

務
年
規
３

北海
北海道財

道
務
財
規

公布の日から施行する。

号

則の一部を改正する規則を
月 日

こ

務規則の一部を改正する規
則（昭和 年北海道規則第

則

こに公布する。

北海道知事 高

号）の一部を次のように改正す

橋 はるみ

る。

第
ある
第
れて

条
土地」
条

いる社
第 条

法第
に掲げ
ア 株

の
に
第１
改

債、

の２第２項中「であ
める。
項第１号中「又は社
地方債その他の債券

る土地

債等登
」及

の２

る
式
金

第３項第５号を次の
条第１項第６号に掲
額
当該株式の発行に際

ように
げる権

して

び

の

録

貸

法
「

付け又はこれ」を

（昭和 年法律第
又は登録済証」を削る

「の貸

号）
。

株

改め
利

主

に
る。
ついては、次に掲げ

となる者が当該株式１

る区

株と

付け

の規

又は行政財産で

定により登録さ

分に

引換

応じそれぞれ次

えに株式会社に

第 条第

第２条第
計画局市町
関（以下」
第５条第

第３項中「
１項

２
村
を
１
事

号
課

項
務

る。
ただし、教

第 号中「第６条」を「第

中「代表課等の長又は参事
長」を「企画振興部地域行
「出先機関及び教育委員会の
及び第２項中「及び地方部
」の次に「及び知事の指定

７

」
政
管
局
す

育長に対しては、次に掲げる

条」に改め、同条第４項に

を「代表課の長」に、「企
局市町村課長」に改め、同
理に属する機関（以下これ
」を「、地方部局及び地方
る地方公所の所掌する事務

次の

画振
条第
らを
公所
」を

事項については、その執行を委

ただし書を加え

興部地域振興・
６号中「出先機
」に改める。
」に改め、同条
加える。

任しない。

対し
の資
を乗
イ 社

別

債又
ウ 国
エ そ

表第１

て
本
じ
債

払
の
て
及

込み又は給付をした
額及び資本準備金の
算定した金額
び地方債 社債原簿

財産
額の

又は
は
債
の

中

当

他

該地方債の金額
振替口座簿に記載さ
の権利 知事の定め
「（経 済

れ、
る基

の
合

地

額
計

方

（当該額がない場合に
額を発行済株式の総数

債証券原簿に記載され

あっ
で除

、又

又
準
は
に
記録された金額
より算定した金額
部） サハリン

ては
して

は記

、当該株式会社
得た額）に株数

録された当該社

事務所
を

第 条第

第１
第２

第 条第
第 条の

「同項」を
２項

項
項
５
２
「

第
に
項
第
同

児童
６条の

福
５
祉
第

第９号を次のように改める

６号から第 号までに掲げ
規定する事項
第４号及び第 条の２第１
２項及び第 条の２第１号
条第２項及び第４項第２号

。

る

項
中
」

法（昭和 年法律第 号
２項において準用する刑事

）第
訴

事項

第５号中「第６条」を「第
「第 条第２項」の次に「
に改める。

７条
及び

条の２、少年法（昭和
訟法（昭和 年法律第 号

年
）

」に改める。
第４項」を加え、

法律第 号）第
第 条第２項及

「（
「環
苫

経
境
小 牧

「環
「教
教
「教

境
職

科
地

済 部）
学 研 究 セ
方 環 境 監 視 セ

ン
ン

科
員
育
育

学 研 究 セ
検 診 セ
研 究
研 究

ン
ン

タ
タ
ー
ー

シン
サハリン事務所」

を
」

ガポ
に、

タ
タ
ー
ー
所
所

」に、

を
」
」に、

ール事務所」

第 条
公所を除く

び遺失
第 条
（郵便貯金
支払をする
第 条

第

第
の２
。第

物
２
銀
」
１

法

行
に

第４項中「地方公所」の次
条第２項において同じ

（平成 年法律第 号）第
項中「（郵便局を含む。）
を除く。）の営業所等を支
改め、同条第４項を削る。
項中「年 パーセント」を

に
。）

」
払

「

を

「（教育委員会の管理に属
」を加える。

条第１項の規定により道に
削り、同条第３項中「銀
場所とした」を「第１項に

年 パーセント」に改める

行

する

帰属
そ
規定

。
機関である地方

する歳入金
の他の金融機関
する方法による

「図
生
「図
別
第

涯

表第７
号様

第 号様

学

株券

書
習 推 進 セ

書
等の項中「及び社債

式その１からその３まで

ン

等登
の規

式その２第１葉及び第２葉中

タ

録
定

館
ー
館
法

を
」
」に改める。
の規定により登録され

中「銀行 店・
た社
郵
債」を削る。
便局」を削る。
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「

「

ゆうちょ銀行本支店

店
を

等及び郵便局
」

店 に改め、同様式その２第３葉及

「

「

銀行ゆうちょ 本支店

店
を

等及び郵便局
」

店 に改め、同様式その３第１葉中

び第４
「

葉中

「

ゆうちょ銀行本支店

」

店
を

等及び郵便局
」

店 に改め
」

、同様式

「平成
「銀行
第

」

号
第 号様

その２第５葉中

及

様
式

び
店
式を

「銀行 店・
郵便局」を削る。

次のように改める。

郵便

（第 条）

局」
」

を削り、同様式その３第２葉中「平成」及び

会
（部
計
名局
管 理 者
・出納員）

様

前 渡

会計 会

年 度
資 金

計

出 納
年
計

月 分
算 書

（所属） 金資 前渡員

年 月

（氏 名）

日

印

前月まで

の領収額 領 収 額 科 目 返更 正 額 納

本 月
計

額

科目
等コ
ード

項
の目

節

款 前月まで

支払額 支 払 額

本

科 目
更 正 額 回 収 額

月
計 残 額 摘 要

残額内訳
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手元保管金

円

注 回収 欄額 には、過誤払の金額を回収した場合に記載する。

銀行預託

計

（用紙寸法 日本工業規格

円

円

４横長）

（施行期
１ この規
（経過措

２ 証券決
（平成
正前の北

日
則
）
は
置
済
年
海

）
制
法
道

第７の規定は

附 則

、平成 年４月１日から

度等の改革による証券市
律第 号）附則第３条に
財務規則（以下「改正前

施行

場の
規定
の規

、なおその効力を有する。

する。

整備のための関係法律の
する登録社債等については
則」という。）第 条第

整備
、こ
１項

等に関する法律
の規則による改
第１号及び別表

第２
（管理者
第１条

号）
第１

管
の
号

の所長」

管理

が任免に関し知
項に規定する知事が定める職

事の同意を要
理者が任免に関
一部を次のよう
中「、主幹及び
を削る。

し知事の同意
に改正する。
主任技師」を

者が任免に関し知事の同意を

る職員を定める
を
す
定める規則の一部を改正する

規則の一部改
を要する職員を定

「及び主幹」に改

める規則（昭

め、第２号中

要する職員を定める規則及び地

正）
規則

和 年北海道規則

「並びに発電事業

第

所

方公営企業法第 条

の規定は
の予算に

４ この規
において
（北海道

５ 北海道

、
係
則

平
る
の
は
建
建

、
設
設

別記建設工

３ この規則に
成 年度以後の予算に係
前渡資金出納計算書につ
施行の際現に改正前の規
改正後の規則の規定にか
工事執行規則の一部改正
工事執行規則（昭和 年

る前
いて
則の
かわ
）
北海

事請負標準契約書式第 条第

よる改正後の北海道財務規則
渡資金出納計算書について
は、なお従前の例による。
規定に基づいて作成されて
らず、当分の間、使用する

道規則第 号）の一部を次

適用

いる
こと

のよ
６項、第 条第２項及び第３項

（以下「改正後の規則」という
し、平成 年度

用紙がある場合
を妨げない。

うに改正する。
並びに第 条第

第２条

海道規
地
則

第１号
の所長
附

この規

」

則

（地方公。）第 号様式

中「、主幹及び

方公営企業法第
第 号）の一部

条第２項に
を次のように
主任技師」を

を削る。
則

は、平成 年４月１日から施

営企業法第 条第２項に規定

「及び主幹」に改

規定する知事が定
改正する。

める職を定め

め、第２号中

行する。

する知事が定める職を定める規

「並びに発電事業

る規則（昭和 年北

所

則の一部改正）

管理者
項に規定
平成

が
す
任免
る知
年３

北海道規則第

３項中「年

に関し知事の同
事が定める職を
月 日

意を要す
定める規

る職
則の

号

パーセント」を「年 パー

員を定める規則
一部を改正する

及び地方公
規則をここ

北海道知事

営企
に公

高

セント」に改める。

業法第 条第２
布する。

橋 はるみ

北海道

北海
平

訓令

道文
成

第３号

書管理規程の一部を改正す
年３月 日

る

訓

訓令を次のように定める。

令

本
出

庁
先 機 関
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北海
北海道文
第５条第

に改める。

道
書
４

文
管
項

書管理規程の一部を改正す
理規程（平成 年北海道訓
中「代表課等の課長」を

る
令
「代

訓令
第７号）の一部を次のよう
表課長」に、「当該課長」

に改
を

北海道知事 高

正する。
「当該代表課長」

「
地域振
地域振
地域振
地域振

橋 はるみ
興・計画局地域づくり支援室
興
興
興

・
・
・

計画局計画室
計画局市町村課
計画局統計課

地
計画
市町
統

支
室
村
計

を

」

文書主
第７条中

次の１項を

管
第
加

課
４
え

２ 総務業
ければな

北海
特殊

務
ら
道

セ
な
収
文書

第７条第１項
には、例規番号簿（別記第
項を第５項とし、第３項を
る。

１
第

ンター及び課を置く出先機
い。
受印（別記第２号様式）
収受簿（別記第３号様式）

関

を次のように改める。
号様式）を備えなければな
４項とし、第２項を第３項

らな
とし

の文書主管課には、次に掲げる

い。
、第１項の次に

帳簿等を備えな

「
地域行
地域行
地域づ

「
福祉局

「
福祉局

政
政
く

局
局
り

市町村課
統計課
支援局

介

指

護

導

保険課

監査課

市町
統
地

介

福指

に、

」

村
計
支

保

監

を
」

に、
」

部分中「又
いて、」に
課」に改め

は
、
、

」

同
第 条第

「あっては
別表の付

「
行政改

１
」
表

項
の
中

革局

第９条の見出
を「に到達した文書であっ
「前条第１項」を「同項」に
条第２号中「文書主管課収

て
、
受

中「本庁又は」を「本庁に
次に「当該出先機関の」を

総務業務センター

あ
加

しを「（主務課以外に到達し
前条第１項以外のものは総
「、文書主管課」を「当該
印」を「北海道収受印」に

務業
出先
改め

っては総務業務センターに
える。

業 務

おい

た文書の処理）」に改め、同条
務センターにお
機関の文書主管
る。
て、」に改め、

を
」

「
農業経
農業経
農業経
農業経

「
食の安
農業経
農業経

各号列記以外の
営
営
営
営

局
局
局
局

農業経営課
農業支援課
農地調整課
技術普及課

全
営
営

推
局
局

進局技術普及課
農業経営課
農業支援課

経
支
農
技

技
経
支

を

営
援
調
普

」

に、

普
営
援

行政改
行政改

革
革
局
局

「
参事

「
総務課

「

「
総務業務センター
試験研究機関改革推進室

業 務
試 改

知 政

知 総

に、
」

を
」

に、
」

農業経

「
水産局
林務局

「
水産局

別記第３
２号様式と

営

漁
全

局

業
国

農地調整課

管理課
植樹祭推進室

漁

号
し

業

様
、

管理課

式を削り、別記第２号様
同様式の前に次のように

農

漁
北全

式
加
を
え

漁

別記第３号様式とし、別記
る。

」

を
」

調

管
植

管

第１

に改める。
」
号様式を別記第

「
知事室
政策審

道
議
政
局

計画推進局

知事室道政

相談センター

相談センター

相 談
政 審
知 計

相 談

に、

」

別記第

番

１号
を
」 様式（第７条、第

例
条関係
規

号 月 日 標

）
番 号

題 主

簿

務 課 備 考
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（日本工業規格 ４）

注
あ
「
っ
月日
ては

附 則

訓令はこの

」
令

、

の欄には、法規文書
達月日を、告示文書

平成 年４月１日か

にあ
にあ
っ
っ

ら施行

て
て

す

は公布月日を、令達文
は告示月日を記載する

書
こと
（訓
。

る。

令に限る。）に

北 海 道 公 報 号外第 号平成 年３月 日（月曜日）



北 海 道 公 報 号外第 号平成 年３月 日（月曜日）

毎 週 火 ・ 金 曜 日 発 行 （購読料金（送料とも）は月額 円） 発 行 北 海 道
編 集 総務部人事局法制文書課
印 刷 富 士 プ リ ン ト 株 式 会 社


